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都市ガス・LPガス
から水素を取り出し
空気中の酸素と

反応させ
電気とお湯を同時に
生み出すシステム
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経済性

環境性
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エネファームの累計普及台数は
20万台を超えた

しかし、普及率は総世帯数の
たったの0.2％

政府の普及目標
2020年までに140万台
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このままでは政府目標の達成は
不可能

原因
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既存の経済産業省からのエネファームに対する補助金と
環境省からのリースに対する補助金の併用を可能にする

リースに対する補助金額を5％から12％に増額する
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累計販売台数と販売価格

2017年5月時点

累計販売台数

20万台
平均販売価格

SOFC型：175万円

PEFC型：140万円
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累計販売台数：
コージェネ財団HPより
販売価格：
資源エネルギー庁省エネルギー・
新エネルギー部
「水素・燃料電池戦略
ロードマップ改訂のポイント」より
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年間光熱費の削減
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従来システム エネファームtype S

年間の光熱費グラフ

最大

104,000円/年
削減

従来システム：火力発電による
電力を用い、ガス給湯器による
給湯を行うシステム

(大阪ガス株式会社パンフレットより)11
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CO2対策費用の削減
17.3t-CO2×2175.8円＝37,641円/台削減

CO2対策費用予測：20＄（＄/t-CO2 2020年予測）

108.79 円/＄（2016年平均）

20＄×108.79円＝2175.8円

1.73t/年×10年＝17.3t

参考：二酸化炭素に対する価格設定について
国立環境研究所 増井利彦（2015年3月3日）

※CO2対策費用とは

国際エネルギー機関（IEA）が
発表している

「世界エネルギー展望
（WEO）」にて試算されている
将来のCO２の削減に必要な費用
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エネファームの燃料である
天然ガスの環境性
天然ガスは石炭と比較して

CO2、NOx、SOxの排出量が少ない

天然ガス
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00
天然ガス
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100

石炭
100

天然ガス

0

(一般社団法人日本ガス協会『都市ガス事業の現況』より)
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年間CO2排出削減量

従来システム エネファームtype S

年間のCO2排出削減量

CO2を年間

1.73t削減

従来システム：火力発電
による電力を用い、ガス
給湯器による給湯を行う
システム

(大阪ガス株式会社パンフレットより)
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利用者の環境配慮意識の向上

利用者の50％が「環境配慮意識が向上した」と答えた

向上 変わらない 低下 無回答

「向上した」
50％41％

8.7％0.3％

(一般社団法人燃料電池普及促進協会『家庭用燃料電池による効果測定のための調査報告書より)
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二酸化炭素
排出削減量

利用者の節電
インセンティブ

電力供給の
安定性

エネルギー
利用効率

エネファーム ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

石炭火力発電 ― ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

太陽光発電 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆
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エネファームのリースは全体の1％

売買

リース

リースは毎年
約300台

売り上げの

99％が売買

（一般社団法人燃料電池普及促進協会質問状の
回答より）
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※拡大生産者責任とは
生産者に製造物のリサイクルや廃棄物処理に関して責任を負わせること
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未開拓市場への
接近

エネファームの
普及台数の増加

ガス販売量の増加

初期投資が不要

整った
メンテナンス
サポート

処分費用が不要

ガス販売量の
増加

大手ガス事業者
からの

販売力支援

大手ガス事業者 利用者中小ガス事業者
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既存の経済産業省からのエネファームに対する補助金と

環境省からのリースに対する補助金の併用を可能にする

リースに対する補助金額を5％から12％に増額する
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検証

我々の理想的普及モデル

リースにおける

利用者のコストが

購入より安くなる

購入した場合10年間で274万円のコスト
（274万円：イニシャルコストと10年間のランニングコスト）
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本体価格301万円
(工事費25万円)
リース金利1.5％
リース期間15年

結果
リース料金は

21062円/月

本体価格175万円
(工事費20万円)
リース金利1.2％
リース期間10年

結果
リース料金は

16435円/月

先輩の試算条件
（2011）

我々の試算条件
（2017）
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10年0年

144

274

292

（万円）

18万円
リースが高額

リース

購入

※リース・購入の
グラフは

エネファームの
補助金が適用済み

リースは購入より高額
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10年0年

144

274

292

（万円）

10万円
リースが高額

284
8万円
減額

リースへの
補助金5％を
併用した場合

補助金を併用した場合
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10年0年

144

274

292

（万円）

2万円
コストダウン

272

20万円
減額

リースに対する
補助金を5％から

12％に増額
した場合

理想的普及モデル
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補助金の併用と増額
における課題

エネファームの関連業界が
他の省エネ・創エネ業界と

比較して優位になる
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補助金の併用と増額における
課題の解決策
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※クロス・コンプライアンスとは
農業政策のひとつとして主に欧米で行われている。
政府が設定した環境規制を農業生産者が遵守した場合

政府から支援金を受けられるという制度。
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政府

メーカー

ガス事業者



エネファームの
技術革新

生産コストの
減少

収益の増加

企業努力による
本体価格の
コストダウン

CO2排出量の
削減の加速化

企業 消費者 社会
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①既存の経済産業省からのエネファームに対する補助金と

環境省からのリースに対する補助金の併用を可能にする

②リースに対する補助金額を5％から12％に増額する

③メーカーは10年のリース期間内に20万円のコストダウンを行う

というクロス・コンプライアンス協定を政府と結ぶ

④ガス事業者は10年のリース期間内に政府目標の140万台を達成する

というクロス・コンプライアンス協定を政府と結ぶ 39
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エネファームの
普及台数の増加

大手ハウスメーカー
以外の中小規模の
工務店と提携し
新規市場の開拓

初期投資が不必要

処分費用が不要

既存住宅や集合住宅へ
導入しやすい

大手ガス事業者 利用者
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エネファームの
普及台数の増加

ガス供給地域
以外に市場拡大

エネファームの
販売促進を代替
してもらえる

顧客の
ガス使用量の

増加

初期投資が不要

処分費用が不要

安定した
メンテナンス
サポート

大手ガス事業者 利用者中小ガス事業者
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顧客
ターゲット層の
拡大を実現

初期投資が不要

処分費用が不要

オペレーション・
リースにより
途中解約可能

ガス事業者 高齢者
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おわりに
エネファームの普及台数を増加させるためにリース事業を

提案する

リース事業拡大のために政府は補助金の併用と増額を行う

補助金の併用と増額のために政府はメーカーおよび

ガス事業者とクロス・コンプライアンス協定を結ぶ

リース事業を都市・地方・高齢者家計に対して拡大および

導入する
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調査協力企業

一般財団法人日本ガス協会6月12日
某ガス会社6月15日

一般社団法人燃料電池普及促進協会7月5日
積水ハウス株式会社 赤羽住宅展示場7月6日

一般社団法人
コージェネレーション・エネルギー高度利用センター8月21日

アイシン精機株式会社8月28日

質問状のご回答
東京ガス株式会社
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